
  

 

 
- 1 - 

 

 

 

2017年 6月 12日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は反落となった。経済指標の発表や重要イベントを控えて様子見ムードが広がる中、米長期

金利の低下や中東情勢への不安から円高が進み、これを嫌気して日経平均は一時2万円の大台を割り込んだ。

全般に物色が定まらない中、半導体関連の健闘が目立った。米国市場はイベント控えでもみ合いとなったが、ロ

シアゲート問題への警戒感はやや後退すると、NY ダウは一時取引時間中の史上最高値を更新した。為替市場

でドル円は、米長期金利の低下を受けて、1 ドル 109 円台前半まで円が買われた。ユーロ円は ECB 理事会を控

えて、ユーロがじり安となり 1ユーロ 123円割れまで円高が進んだ。 

今週の東京市場はもみ合いから徐々に下値を切り上げる展開となろう。週前半は米 FOMC や経済指標の発

表を控えて様子見ムードが続くものの、イベントを無難に通過すれば、戻り歩調となろう。引き続き個別材料株物

色が目立つ動きとなろうが、FOMC で一旦利上げ打ち止め感が強まれば、主力銘柄のかさ上げが期待されよう。

米国市場はイエレン議長の会見で利上げペースの鈍化が示されれば、再び上値追いの展開となろう。一方、

FRB のバランスシート縮小が発表されれば、警戒感が強まろう。為替市場でドル円は、米金利動向にらみで、神

経質な展開となろう。ユーロ円は経済指標や仏下院選決選投票を控えて、一進一退の動きとなろう。ドル円は 1

ドル 109円～112円、ユーロ円は 1ユーロ 122円～126円のレンジとなろう。 

今週、国内では 12 日（月）に 4 月の機械受注、13 日(火)に 4－6 月期法人企業景気予測調査が発表される。

また、15 日（木）、16 日(金)に日銀金融政策決定会合が行われるほか、18 日(日)には通常国会が会期末を迎え

る。一方、海外では、14 日(水)に 5 月の中国鉱工業生産・小売売上高、米小売売上高・消費者物価、15 日に 5

月の米鉱工業生産、16日に 5月の米住宅着工が発表されるほか、13日、14日に米 FOMC、15日にユーロ圏財

務相会合、16日に EU財務相理事会、18日に仏下院選決選投票が行われる。 

テクニカル面で日経平均は、短期急騰に対する警戒感から、スピード調整となったが、日足一目均衡表の転

換線(19904円：9日現在)で下げ渋った。下値めどは 2日に空けた窓(19887円)や 25日線(19834円：同)、基準線

(19787円：同)などが意識されよう。一方、上値は 2日高値(20239円)を抜くと、一昨年 6月 24日に付けた終値ベ

ースの高値(20868円)を目指す展開となろう。                                (大谷 正之)   

(注：編集の都合により、一部データが 8日現在となっております。ご了承のほどお願いいたします。) 
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各種指数の推移 （Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆テクニカル的に好位置にあり今期予想ＲＯＥが高水準である主な業績好調銘柄群 

ＲＯＥは資本効率を示す指標である。2017年 3月期実績で見ると、東証 1部 3月期決算企業の約 31.7％に相

当する 462社が 10％以上の水準にある。今回は、今期予想ＲＯＥが高水準で業績変化率が高い銘柄を選別した

が、テクニカル的にも好位置にある銘柄が多く存在しており、中長期スタンスで注目したい。 （野坂晃一） 

投資のヒント 
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日本水産(1332･東 1)  

前期の営業利益及び当期利益は過去最高を更新し

た。フィレやすりみ市況が低迷した北米の苦戦、ファイ

ンケミカル事業が減益だったものの、サケ・マス市況

の大幅な回復、円高や主力原料価格の低減などで、

水産、食品事業がともに好調だった。今期の営業利益

は 240億円と連続して過去最高益を見込む。将来の

成長に向けた積極投資（医薬品原料、機能性食品）に

よりファインケミカル事業が 2期連続の減益となりそう

だが、全社ベースでのコスト削減効果、南米のサケ・

マス養殖事業の好調が続く他、北米ですけそうだらの

卵率回復とコスト削減効果、冷凍食品など国内の食

品事業の好調が予想されるため。水産事業では養殖

に注力中。当社のブリは非常に評価が高いが、差別

化した養殖（養殖の高度化）を推進している。下期から

完全養殖本まぐろの販売を開始する予定で、2018年

度に 500 トンの生産を計画。また、銀鮭は境港で 1900

トン、佐渡で 500トンと前期比で大幅な増産を見込む。

8日にはマダコの完全養殖の技術構築に成功したと発表。(増田 克実) 

アマダＨＤ（6113･東 1)  

17年 3月期業績は売上高が前年比 8.3％減の

2788.4億円、営業利益が同 22.3％減の 330.3億円とな

った。金属加工機械事業では板金部門が国内の省エ

ネ補助金による需要増の反動減が響いた一方、溶接

部門は自動車や通信機器向けにレーザー溶接装置が

拡大した。新製品投入による販売価格の改善などがあ

ったものの、円高の影響等により減収減益となった。

金属工作機械事業も国内で研削盤の販売が回復し、

中国ではプレス機の販売が伸びたが、アジアでの販売

低調や円高の影響で減収減益となった。続く 18年 3月

期業績は売上高が前期比 2.2％増の 2850億円、営業

利益が同 2.9％増の 340億円を計画している。成長分

野のファイバーレーザー商品や省力化ニーズに対応し

た自動化・ロボット商品の拡販、IoT技術を活用した 

V-factry「つながる工場」によるモノづくり改革の推進

によって、増収増益を目指す。なお、為替前提は 1ドル

105円、1ユーロ 115円とやや保守的だ。また、配当金

は連結配当性向 50％以上を基本としており、今期は

前期の記念配が剥落するものの、年 40円(配当性向 55.2％、前期普通配当は 36円)を計画。（大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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クボタ(6326・東 1)  

第 1四半期(1－3月)は売上高が前年同期比 0.6％減、

営業利益が同 31.5％減。機械部門は国内がエンジン排

ガス規制強化後の低迷が続き減収となった一方、海外

は北米が新製品の反動減を前期実施の事業買収効果

で補ったほか、欧州ではトラクタ・建機が好調に推移し

た。アジアでは中国で田植え機・建機が大幅に伸び増

収となった。水・環境部門は国内ではパイプ関連が大き

く減少したほか、環境関連なども苦戦した。海外でもダ

グタイル鉄管が中東諸国の財政悪化で減少した。利益

面では販促費の大幅拡大や販売子会社の在庫評価損

などが響いた。会社側では通期見通しは据え置いたが、

中間期は下方修正。第1四半期のスタートこそ振るわな

かったが、国内では農業機械や建設機械の回復が予

想されるほか、北米やアジアを中心に回復が見込まれ

よう。また、人手不足解消に向け、GPSを利用して無人

で耕作作業が可能な自動運転農機「アグリロボトラクタ」

を市場投入、6月から試験販売を開始、2018年に本格

販売を目指す。（大谷 正之） 

 

その他 

 

東海カーボン（5301） 

会社側ではカーボンブラックの好調を背景に、6月中間期および通期の見通しを上方修正。売上高は中間期で

従来計画比 40億円増の 470億円、通期は同 60億円増の 950億円へ、同じく営業利益は中間期で 13億円増の

31億円、通期は 15億円増の 67億円に引き上げた。しかし、第 1四半期の営業利益の中間計画に対する進捗

率は 57.4％となっており、さらなる上振れ期待も。 

 

ソフトバンクＧ（9984） 

アリババ・グループＨＤは今期の売上高が前年比 45～49％と大幅に増加する見通しを発表、8日に株価が急伸

した。 

 

日本電産（6594） 

人手不足に対応したロボットの需要が拡大しているが、ロボット用の部品を増産するため、ベトナムや国内で生

産設備を新設または増強する計画。 

 

中外製薬（4519） 

今期の営業利益は 920億円(前年比 14.2％増)と過去最高を更新する見通し。国内では『アクテムラ』や『エディロ

ール』など骨・関節領域の伸長が見込まれる。輸出は『アクテムラ』や『アレセンサ』が牽引、高い伸びが見込まれ

る。利益面では薬価改定がなく、輸出価格も維持されるとみられる。                  （増田 克実） 

今週の参考銘柄 



 

 

 
- 6 - 

＜国内スケジュール＞ 

６月１２日（月） 

４月機械受注（８：５０、内閣府） 

５月企業物価（８：５０、日銀） 

４月産業機械受注（１１：００、産工会） 

５月工作機械受注（１５：００、日工会） 

６月１３日（火） 

４～６月期法人企業景気予測調査（８：５０、内閣府） 

６月１４日（水） 

株主総会 トヨタ<7203>  

６月１５日（木） 

日銀政策委・金融政策決定会合（１６日まで） 

５月首都圏マンション販売（１３：００、不動産経済研） 

株主総会 ホンダ<7267> 

上場 ビーブレイクシステムズ<3986>マザーズ 

６月１６日（金） 

日銀政策委・金融政策決定会合最終日◇黒田日銀総裁会見（１５：３０） 

清田ＪＰＸ・ＣＥＯ会見（１５：３０） 

時事世論調査 

６月１７日（土） 

ＪＲ西日本<9021> 豪華寝台列車「トワイライトエクスプレス瑞風」運行開始 

６月１８日（日） 

通常国会会期末 

 

 

＜国内決算＞ 

６月１２日（月） 
16：00～  日東網<3524> 
時間未定  <3Q>稲葉製作<3421>、シーズＨＤ<4924> 

６月１３日（火） 
時間未定  東建コーポ<1766>、コーセル<6905> 

<1Q>石井表記<6336>、ナイガイ<8013> 
６月１４日（水） 
時間未定  菊池製作<3444>、３Ｄマトリックス<7777> 
        <1Q>丸善ＣＨＩ<3159>、Ｍ－エニグモ<3665>、Ｍ－サンバイオ<4592>、東京ドーム<9681> 

６月１６日（金） 

時間未定  <1Q>西松屋チェ<7545> 
 
 
 
 
 
 
 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

６月１２日（月） 

米  ５月財政収支 

休場  豪（女王誕生日）、ロシア（ロシアの日）、マレーシア（コーラン啓示の日）、フィリピン（独立記念日） 

６月１３日（火） 

米  ＦＯＭＣ（１４日まで） 

独  ６月ＺＥＷ景気期待指数 

米  ５月卸売物価 

米  ゲーム見本市Ｅ３（１５日まで、ロサンゼルス） 

ＯＰＥＣ月報 

６月１４日（水） 

米  ＦＯＭＣ最終日◇イエレンＦＲＢ議長会見 

中  ５月鉱工業生産・小売売上高・１～５月の都市部固定資産投資 

米  ５月小売売上高 

米  ５月消費者物価 

米  ４月企業在庫 

６月１５日（木） 

米  ５月輸出入物価 

米  ６月ＮＹ州製造業景況指数 

米  ６月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 

米  ５月鉱工業生産・設備稼働率 

欧  ユーロ圏財務相会合（ルクセンブルク） 

核兵器禁止条約交渉会議（７月７日まで、ニューヨーク） 

休場  ポーランド、ブラジル（以上聖霊降臨祭） 

６月１６日（金） 

米  ５月住宅着工 

米  ６月ミシガン大消費者景況感指数 

欧  ＥＵ財務相理事会（ルクセンブルク） 

ＡＩＩＢ年次総会（１８日まで、韓国・済州島） 

休場  南ア（青年の日） 

６月１８日（日） 

仏  下院選決選投票 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

特になし 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担いただ

きます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料のご

請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2017年 6月 9日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しておりま

す。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2017年 6月 9日 


